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伊藤眞教授の略歴 と主要業績
面泊
伊藤眞教授
Ｌ略歴
学歴
1969年 早稲田大学第一政治経済学部卒業
職歴
1972年 ミッチェル会計士事務所東京事務ビート・マーウィック
所
1978年 監査法人サンワ東京丸の内事務所
(数回の合併後1990年２月監査法人トーマツに名称変更）
1985年
1992年
2003年
2007年
|､l法人の社員に就杠
同法人の代表社員に就任
慶應義塾大学商学部教授
慶應義塾大学大学院商学研究科教授
－３－
2011年国士舘大学経営学部教授
その他
2009年 ESSECビジネススクール客員教授
資格
1970年
1975年
1975年
公認会計士試験第２次試験合格
公認会計士試験第３次試験合格
公認会計士開業登録登録番号第5378-号
所属学会
2003年［1本会計研究学会入会
学会活動等
1994年 日本管理会計学会第３回フォーラム（口頭発表単独）統
一論題（２）「ヘッジ会計をめぐって」
[１本租税研究所第47回租税研究大会（口頭発表単独）「改
訂外貨建取引等会計処理蕊準と税務の異同」
日本会計研究学会第65回大会（口頭発表単独）自由論題
｢レーディング目的で保有する現物商,111,の会計処理の含意」
{｣本会計研究学会第66回大会（口頭発表単独）自由論題
｢企業にとっての温室効果ガス排出クレジット取引のある
べき会計処理」
[１本会計研究学会第67回大会（口頭発表単独）自由論題
｢デリバティブ取り|の認識と測定一公正価値評価」（トレー
デイング取引）
日本会計研究学会第681回|大会（口頭発表単独）自由論題
1995年
2006年
2007年
2008年
2009年
－４－
｢デリバティブの公正価値評価一試論」発表
日本会計研究学会第69回大会（口頭発表単独）「2009年
IＡＳＢディスカッション・ペーパー「負債の測定における
信川リスク」に対するコメントレターの分析と金融負債の
測定」
2010年
社会活動等
日本公認会計士協会国際会計基準審議会専門研究員
日本公認会計士協会会計制度委員会委員，国際基準審議
会専門研究員
日本公認会計士協会会計制度委員会専門研究員
(会計制度委員会研究報告第４号「通貨オプションの企業
側における会計処理」（1988年４川作成に関与）
日本公認会計士協会会計制度委員会副委員長
(第二小委員会小委員長として会計制度委員会研究報告第
５号「多通貨会計のガイドライン」（1991年12月）作成）
財ＩＪＩ法人企業財務制度研究会外貨建取り|等会計処理基準
研究委員会委員（1994年外貨建取引等会計処班基準研究
委員会報告「外貨会計基準をめぐる論点」作成に関与）
大蔵省企業会計審議会幹事
(｢外貨建取引等会計処理基準」1995年改正）
日本公認会計士協会会計制度委員会委員同委員会外貨
建取引会計基準専門委員会専門委員長
(会計制度委員会報告第４号「外貨建取引等の会計処理基
準に関する実務指針（中間報告)」（1996年）作成）
日本公認会計士協会会計制度委員会ＩＡＳ専門委員会専門
委員
日本公認会計士協会会計制度委員会副委員長
1981年
1984年
1987年
1989年
1993年
1994年
1995年
1997年
－０－
日本公認会計士協会会計制度委員会持分法専門委員会専
門委員長（会計制度委員会報告第９号「持分法会計に関す
る実務指針」（1998年）作成）
日本公認会計士協会会計制度委員会金融商,Ｍ第一専｢']委
員会専門委員長（会計制度委ｉｌ会報告第１４サ「金融商品
会計に関する実務指針」2000年，会計制度委員会「金融商
品会計に関するＱ＆Ａ」2000年作成）
Ｈ本公認会計士協会業種別監査委員会商社研究部会幹
事・部会長
日本公認会計士協会会計制度委員会委員長
企業会計基準委員会新年金法対応専門委員会専門委員
(適用指針第１号「退職給付制度間の移行等に関する会計
処珂!」実務対応報告第２号「退職給付制度間の移行等の
会計処理に関する実務_Lの取扱い」作成）
財|寸1法人地球産業文化研究所京都メカニズムに係る国
内IIjll度調査研究委員会委員
財団法人地球産業文化研究所京都メカニズム促進のた
めの会計・税に係る調査研究委員会委員
日本公認会計士協会会計制度委員会オブザーバー
ｎ本公認会計士協会会計制度委員会金融商品専門委員
会オブザーバー
１１本公認会計士協会会計制度委員会ＩＡＳＢ専門委員会オ
ブザーバー
財団法人地球産業文化研究所京都メカニズム促進のため
の会計関係論点調査研究委員会委員
｢中小企業の会計」の統合に向けた検討委員会専門委員
会専門委員
｢ＦＭ､企業の会計に関する指針」作成検討専門委員会専門
1998年
1999年
2000年
2001年
2002年
2003年
2004年
2005年
－６－
委員（継続巾）
財|､Ⅱ法人地球産業文化研究所京都メカニズム促進のため
の会計関係論点調査研究委員会委員
Ｈ本公認会計士協会中小事務所等施策調脊会「１Ｍ､企業会
計専''１部会」専門委員（継続中）
財lIfl法人地球産業文化研究所京都メカニズム促進のため
の会計関係論点に関する調査研究委員会委員
財IＪ１法人地球産業文化研究所排出クレジットに関する
会計・税務論点調杏研究委員会委員（任期は毎年９)ｌ
以降に始まり，翌年３月まで）（継続中）
日本公認会計士協会中小事務所等施策調査会中小企業会
計専１１１部会部会長（継続'１]）
日本公認会計士協会中小事務所等施策調査会副委員長
(継続中）
2006年
2007年
2008年
2009年
２．主要研究業績
単著
.『外貨換算会計の実務ｊ1990年，’ＥＩｊ央経済社（第２版1992年）
･「外貨建取引・通貨関連デリバテイブの会計実務ｊ2002年，中央経済社（第
２版2005年）
･'｢公IFI111i値測定とオフバランス化』2013年，中央経済社
共著・編著
．「連結財務諸表作成の実務」（共著）1999年，財経詳報社
･『金融商品会計の完全解説』（共編箸)2000年，財経詳報社（改訂８版2009年）
･「金融商侃i会計実務Ｑ＆Ａ』（共著）2000年，清文社（新版2001年）
･『Ｑ＆Ａ金融商品会計｣（共編箸）2000年，税務経理協会
－７－
･醍醐聡責任編集『クローズアップ現代経営と会計」第１巻「企業再編の会計」
（共編箸）2003年，東京経済情報出版
･「事例で解る会計基準と税務』（差替式）（共編箸）2003年（最終更新2015年)，
第一法規
分担執筆
･サンワ・等松青木監査法人編「会計実務ハンドブックｊⅢ会計実務第１
章科lEI別要点「社債」「偶発債務」「割引手形・裏書手形」「保証債務」「係
争事件」「担保提供資産」「外貨建資産・負債」「特別利害関係者」「特別利害
関係者との取引」1987年，日本経済新聞社
･村山特五郎監修斉藤I1rl-・奥山章雄編「現代の経理総覧３－会社経理の最
新課題」第３章「Ｉ先物為替予約（包括，長期，期１１延長，ワイダーバン
ド型，投機|Ｉ的)」「Ⅱ多通貨会計」1990年，中央経済社
･伊藤邦雄・ｌＨ中建二・醍醐聡編集『事例研究「現代の企業決算：'90有価証
券報告書等に見る動向と課題｣ｊ「外貨換算会計の事例研究」1991年，中央経
済社
･伊藤邦雄・ＩⅡ中建二・醍醐聡編集「事例研究「現代の企業決算92:91有価証
券報侍書等に見る動向と課題』「外貨換算会計の事例研究」1992年，中央経
済社
･伊藤邦雄・田中建二・醍醐聡編集『事例研究「事例研究「現代の企業決
算有価証券報併諜等に見る動向と課題｣」「在外子会社の連結の事例研究」
1993年，中央経済社
･監査法人トーマツ編『中間財務諸表の作成と開示」第２部第１章「７法人
税及び住民税の献上」第２章「４外貨建資産および負債の本邦通貨への換
算基準」1994年，中央経済社
･森田哲彌・白鳥庄之助編著『外貨建取引等会計処理基準詳解』「第１０章「外
貨建取引等の会計処理に関する実務指針（中間報告)」1997年，中央経済社
・日本公認会計士協会編「新しい連結財務諸表制度解説ｊ「持分法に関する実
－８－
務指針解説」1999年，税務研究会出版局（改訂増補版2001年）
･監査法人トーマツ編「会計処剛ハンドブック」第４編「第４章外貨建取引
等の会計処理」2000年，中央経済社（第５版2009年）
･日本公認会計士協会編ｉ金融商,Ｍ１会計・外貨建取引の実務』「第１部金融商
品の範囲，認識及び消滅，第Ⅱ部のその他の金融資産負債の会計処理，第Ⅳ
部複合金融商h1,」税務研究会出版局，2000年（改訂増補版2001年）
論文等
．「貸倒引当金について」「会計ジャーナル」VoLl5No,８，１９８３年８月号
･「有形資産の輸出入と税務」「会計ジャーナル」Voll8No.Ｌ1986年１月号
･「輸出債権の貸倒損失の税務」「会計ジャーナルｊＶｏＬｌ８Ｎｏ､3,1986年３月
号
･「会計理論と税務一外国為替の換算」『会計ジャーナル」ＶｏＬｌ８Ｎｏ８，1986
年８月号
･「外国為替の換算の現状と課題一税法の基本的思考方法」「会計ジャーナルj
VoLl8No1L1986年11月号
･「外国為替の換算の現状と課題一為替の実需原則撤廃と財テクの与える課題」
「会計ジャーナルｊＶｏＬｌ９Ｎｏ､１，１９８７年１月号
･「国際会計基準との調和およびその実施に向けて－国際会計基準第24号『特
別利害関係の開示ｊについて」「会計ジャーナルｊＶｏｌｌ９Ｎｏ３，1987年３
月号
･「為替先物取引について（特集先物取引の会計)」「会計ジャーナルｊ
ＶｏＬｌ９Ｎｏ､９，１９８７年９月号
･「国際会計基準との調和およびその実施に向けて－国際会計基準第１０号「偶
発事象と後発事象｣，第11号「工事契約の会計｣，および第１2号「法人税等
の会計｣」『会計ジャーナル」VoL20No､３，１９８８年３)]号
･「企業ファイナンスの税務戦略Ⅱ個別取引・商品の検討スワップ取引，
通貨オプション」｜税務弘報ｊＶｏＬ３６Ｎｏ３，1988年３)］
－９－
．｢新金融商,}iliの実務対応一述貨ｵﾌﾟｼｮﾝと証券ｵﾌﾟｼｮﾝ」nlcPAｼﾞｬｰ
ﾅﾙ」ＶｏＬｌＮｏ､８，１９８９年11月号
･「スワップー金利スワップ・通貨スワップ（特集オフバランス取り|の会計と
実務)」「税経通信」VoL46No､１，１９９１年Ⅱ)ザ
．「海外子会社・関連会社の会計袴flI」「企業会計jVol43Nol2，1991年１２)ｊ
･「会計制度委員会研究報告第５号「多通貨会計のガイドライン」解説」ＶＯＬ
４No.５，iJICPAジャーナルｊ1992年５)ｌリー
･「多通貨会計と為替リスク管珂!」Vol44No､６，『企業会計jl992ｲ1三６月
･「『為替リスク対策｣’（最新実務指針)」１句ｌＵ絲理情報」No.712,1994年２月
２０ｐ号
･「改正開示省令による先物為棒予約の状１１兄（時価情報を含む）の開示に関す
る実務１２の留意ﾉ.!【（妓新実務指針)」「旬刊経理情報』No.719」994年５１］
１日号
･「外貨連取り|等の会計処理に関する実務指針（中間報併）の概要（上)」『旬
刊商事法務jNol436，1996年１０月５１］
･「外貨建取ｸﾞ|等の会計処理に関する実務指針（中間報(I｢）の概要（「)」「旬
刊商事法務」No.1438,1996年11月５１二１
.「持分法会計の実務ポイント〔ｌ〕意義・週１１１範囲・評llli差額・連結調整勘
定相当額小持分法損益の計算（実務最前線)」『旬刊総理`情報」Ｎｏ．879,
1999年３）IlOp号
･「持分法会計の実務ポイント〔２〕未実現損益の消去と持分法適用会社の配
当等（実務厳前線)」『旬刊経Il1情報ｊNo.880,1999ｲｌｉ３)]20日ザ
.｢持分法会計の実務ポイント〔３〕迫力Ⅱ取得・允却・時(illi発行増資・持分i去除・
債務超過（実務皷前線)」「Iﾘ刊経理情報」No.881,1999年４月１１１号
･「持分法会計の実務ポイント〔４〕.完税効果会計・在外持分法適用会社の
財務諸表の換算と連結方法（実務最前線)」『旬刊経Ｉ１ｌｌｉＩｉ報』No.８８２，１９９９
年４月１０１１号
･「時価会計と経営の意思決定」BusinessTransformationl999秋，トーマツ
1０－
リサーチセンター
･「改訂基準が及ぼすリスク管理および会計実務への影響（特集外貨建取引等
の会計処理が変わる)」『旬刊経１１M情報ｊNo.905,1999年12)]2011号
･「金融商品の範Ⅲ認識および消滅（特集金融商品会計実務指針を理解する)」
『旬刊経理情報』No.914,2000年４月１１１勝
･「金融商品の範|)Ｍ複合金融商,W，（特集Ｕ本公認会計士協会「金融商品会
計に関するＱ＆Ａ」ポイント解説)」「旬刊経理'情報』No.934,2000年／１１
月１０１１号
･「予定外貨建輸入債務をへツジ対象とする包括的長期為枠予約又はクーポ
ン・スワップに関するへツジ会計の妥蝉１１性及び会計処理」「三川商学研究」
第47巻第１号，2004年４月号
･「金融資産の譲渡に伴う回収サービス業務資産及び負債の性質と会計処理」
「立命館経営学」第43巻第５号，2005年ｌⅡ
．「トレーデイングⅡ的で保有する現物商,{il1の会計処理の含意と示唆」「三田商
学研究」第49巻第７サ，2007年２１]号
･「借り入れた親会社株式の売却と買取った親会社株式（株式交換により発行
されたもの）による返還から生じた親会社株式売却益の親会社連結財務諸表
における会計処理一ライブドア事件にlIU連して」「三ｍ商学研究」第50巻第
１号，2007年４１］
･「企業にとっての温室効果ガス排出クレジット取引のあるべき会計処理」「三
田商学研究」第50巻第６号，2008年220.月号
･「デリバテイブ取り|の認識と測定一トレーディング取引における公正価値評
価」『會計」第175巻第２号，2009年２)ルサ
･「金融資産負債のオフバランス化について」「企業会計ｊＶｏｌ６１Ｎｏ２，２００９
年２Ⅱ号
･「デリバテイブの公正価値評価一試論」「會計」第177巻第２号，2010年２月
号
･「為替換算調整勘定に関する実務上のfW意点」ｉ企業会計』Vol､６３No.３，
－１１
2011年３１]号
･「金融負債の当初認識後の現在測定における'１ＬＬの信用リスク-2009年
ＩＡＳＢディスカッションペーパー「負債の測定における信用リスク」に対す
るコメントレターの分析に基づく」『三'11商学・研究』第54巻第３サ，２０１１
年８)ｌ
･「債権流動化により残存部分である劣後持分権に生じた取得差額の会計処理」
『三田商学研究」第56巻第４号，2013年１０１１
.「ライブドア事件と会計倫珊」『三川商学研究ｊ第57巻第３号，2014年８月
その他
･公認会計十は活動する第541,1「高尾・城'１１.幻想行」「会計ジャーナルｊ
ＶｏＬ２０Ｎｏ６，1988年６月ザ
･座談会「ディスクロージャー制度の展開と最近の諸問題」「旬刊商事法務」
No.1377,1995年１月５．１５Ｈ新春合併特大号
･「為替スワップ・金利スワップ・通貨スワップの会計と税務」『租税研究」第
552号，1995年１０月
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